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政策提言書

福 祉 文 教 委 員 会

政策提言（概要）

福祉分野におけ

る人材確保

生産年齢人口が減少傾向にある今、人が人を支える福祉分野におい

て、そのサービスの給付者と受益者について両者のウェルビーイングが

求められている。そういった中にあって、介護の需要に対する福祉資源

の不足は著しく、とりわけ人材確保においてその課題は深刻で、安定し

たサービスの提供が脅かされている現況がある。

良質なサービスを安心して享受できる、安定した介護現場の維持向上に

向け、介護事業における人材確保について以下のとおり提言する。

（１）就労に対して意欲や能力、時間的に余裕のある高齢者等の登用

（２）介護職の魅力向上に向けた発信や高齢者の求人求職者の情報など

介護に関する情報提供の一元化

（３）外国人材の登用

（４）介護職の処遇改善と負担軽減

（５）介護人材確保協議会（仮称）の設立

項 目 内 容

背 景

人口減少は様々な面に影響を及ぼしている。特に生産年齢人口の減少は

労働力の不足や社会保障制度の維持が困難になり、経済活動や市民生活へ

の影響が懸念されている。各分野においても深刻な状況が見受けられてい

るが、福祉分野における人材不足はサービス提供に直結する重要な課題と

なっている。

○介護職員の必要数（厚生労働省：第９期介護保険事業計画）

・国は昨年７月、第９期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基

づく介護職員の必要数を公表した。

・２０２６年度には約２４０万人（２０２２年度比＋約２５万人）、２０

４０年度には約２７２万人（２０２２年度比＋約５７万人）となってい

る。

・岐阜県における介護職員の必要数は２０２６年度３６，４３４人（２０

２２年度比＋２，６９５人）、２０４０年度４１，０８８人（２０２２

年度比＋７，３４９人）となっている。

○求人求職者状況（ハローワーク高山）

ハローワーク高山公表の１０月期の職種別求人状況ではフルタイムの

介護職の有効求人倍率は２．１１、パートタイムは１．８３となってい

る。７月との比較では、フルタイムで＋０．５２、パートタイムで＋０．５

４となっており、求人数が増加している傾向が伺える。

○外国人労働者の状況

・外国人介護人材の業務のあり方に関する検討会（中間まとめ）

検討会は外国人介護人材が日本の介護現場を魅力ある就労先として

認識し、多職種と連携しながら、質の高いケアを提供すること、継続

的に日本語を学習しながら、介護福祉士の資格を取得するなどキャリ
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背 景

アアップしていくことが重要であるとし、外国人介護人材がより良い

日本のサービスを適切に学び、日本あるいは母国において優れた介護

実践にスムーズにつなげていくためにも、国、関係事業者全体の一層

の努力が望まれる、としている。

○高山シルバー人材センターの取組み

・介護施設での就業（介護補助事業）

介護施設における人材不足解消が大きな課題となっている中、シルバ

ー人材センターの会員が、介護施設での介護補助事業を担っている。

○福岡県福岡市への行政視察（介護施設の人員確保について）

・外国人の介護人材を確保していく中で、地域との交流が有効であるとの

調査結果に基づき交流事業をすすめている。交流事業については介護施

設を中心とした地域における交流と若者等をテーマとした交流を実施

している。

・企業においては「ふくおかカイゴつながるプロジェクト」といった介護

業界団体による魅力発信活動がすすめられている。

・福岡市には約２０，０００人の介護職員がいるが、そのうち約４００人

が外国人人材である。そのほか、５００人が研修している。市内事業者

のうち外国人を受け入れている事業所は約２０％となっている。

○高山地域介護保険事業者連絡協議会との意見交換

・従事している職員が高齢化している中で、将来が心配

・介護職をめざす学生が減少している。就職サイト等で求人しているが、

他業種の賃金ベースが上昇している中で、リスクを伴う介護職のイメー

ジもよくない面があり、応募が少ない状況が続いている。

・賃金格差により他業種へ人材が流出している。

・調理や清掃、送迎等の職員も不足している中で、高齢者の方の定着率も

よくない。

・外国人材を登用する必要性は増しているが、雇用に関して課題が多い。

○処遇改善関係

・高山市介護事業者連絡協議会から高山市に対する「介護事業外国人雇用

支援に関する要望書」の提出（令和５年９月２７日）

・岐阜県市議会議長会議における「訪問介護の基本報酬引き下げ撤回と、

早急な介護報酬引き上げの再改定について」意見書提出（令和７年１月

３０日）

・処遇改善加算によって赤字を解消することはできたが、加算要件のハー

ドルが高い。

○人材不足による弊害

・介護保険事業所の減少

人材不足により配置基準を満たすことができず、事業の継続が困難とな

り休止や廃止、縮小を余儀なくされている。

・サービスの質の低下

人材不足によりサービスの定員、受け入れ枠を縮小、制限せざるを得な

い状況となり、受けたいサービスを受けられない状況となる。

・次世代、後継者問題
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人材が確保できない事により、次世代、後継者の育成ができず事業継続

が困難な状況となる。

目 的

○介護人材確保の困難な原因として、生産年齢人口が減少していく中で、

同業他社との人材獲得競争が激しく、必要な人材が確保できない。他の

業種と比較して賃金が低いことなど、労働条件が厳しいことも採用難の

原因といわれている。また、心身への負担も大きいことから、介護業界

の離職率も高い水準にあるといわれている。

そうした中において、国は総合的な介護人材確保対策として以下の取り

組みを示している。

①介護職員の処遇改善

②多様な人材確保・育成

③離職防止・定着促進・生産性向上

④介護職の魅力向上

⑤外国人材の受け入れ環境整備

高山市においても、喫緊の課題であり、人材確保に向けた積極的な施策

の展開が必要である。

基本的方向

○介護人材の確保に関する取り組み

◇就業者の確保

（１）高齢者等の登用

就労に対して意欲や能力、時間的に余裕のある高齢者等も多く存在し

ていると思われることや、調理、清掃、送迎など、職種によっては資

格がなくても就業できる職種もあることから、短時間の勤務等、高齢

者の人材を活用することが有効である。

そのためのシルバー人材センターとの連携や高齢者の活用に関する

情報提供を図る。

（２）介護に関する情報の一元化

介護職は「社会的に意義のある仕事である」などの介護職の魅力向上

に向けた発信や高齢者の求人求職者の情報など介護に関する情報提

供の一元化を図る。

（３） 外国人材の登用

国をはじめ、各自治体においても外国人材に対する期待値は大きい。

外国人材の登用については多くの課題があり、事業所単独で取り組む

ことは困難と思われることから、外国人材の登用に関する関係団体と

の連携と窓口の一元化等の環境整備を図る。

（４）介護職の処遇改善と負担軽減

介護職の人材確保が困難な理由として「仕事に対する対価が低い」「介

護職に対するイメージが悪い」「他業種への人材流出」が主な要因と

なっている。

・他産業と比べて労働条件が良くないとの意見がある中で、介護人材

を確保し、介護事業を維持向上するための介護職員の処遇改善の必

要性は高い。

・介護職は精神的、身体的疲労が大きい中で、処遇が良くないなど、
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基本的方向

介護職に対するイメージの悪い面があるが、「社会的に意義のある

仕事である」ことや、「今後さらに必要とされる仕事である」こと

など、介護職のイメージ向上に向けた取組が必要。特に介護職をめ

ざす学生の増加に向けた対応も必要。

・人員不足のため事業の継続が困難な事業所も増加している中で、ICT

の導入に伴う業務の効率化による負担軽減によって職場環境の改

善とサービスの向上が期待できる。

（５）介護人材確保協議会（仮称）の設立

介護関連事業者の連携によって外国人材の登用等の介護人材を取り

巻く課題の共有化を図るとともに、介護人材の確保・育成・定着に向

けた取り組みをすすめるための協議会の設立。

◇介護職の処遇改善の取組み

・国は介護職員の処遇改善加算を行っているが、抜本的な改善にはなっ

ていない。介護報酬の引き上げは介護保険料への影響があり、制度上

の問題が大きいため一自治体で対応することは困難である。

・市議会議長会からも意見書が提出されている中で、国への働きかけが

重要であることから、高山市についても国に対する積極的な要請を求

める。

財政の見通し

等

・令和６年度関係予算額８，４５０，０００円 （令和５年度比較 △３

万円）


